
概要 取組の成果

広島市都⼼部の新たなにぎわい拠点づくりへの貢献
広島市に無償貸付中の中央公園内において、同市が予定する公園施設の計画的な整備に対し、

⼟地所有者として適切に対応することで、地域の新たなにぎわい拠点づくりに貢献。

○広島市における中央公園の整備
・広島市の都⼼部に所在する中央公園(都市公園･約39ha)の

⼟地は国有財産であり、昭和29年12⽉より、国が広島市
に対して公園⽤地として無償貸付している。

・広島市は、中央公園全体をにぎわいやくつろぎなどのシン
ボル的な空間とすべく｢中央公園の今後の活⽤に係る基本
⽅針｣を令和2年3⽉に策定し、以下の施設整備に着⼿。

中国財務局

③旧広島市⺠球場跡地

写真提供:広島市

①サッカースタジアム ②広場エリア

○広島市が当該公園施設を計画的に整備することにより、中
央公園全体を使った周遊ルートが形成され、新たなにぎわ
いの拠点が創出されることにより、地域の活性化が期待さ
れる。

○今後、中国財務局は、公園周辺に所在する国有財産の地域
･社会のニーズを踏まえた有効活⽤も含め、本地域のまち
づくりに貢献していく予定。

①サッカースタジアム(令和6年2⽉、開業予定)
※Jリーグ所属のサンフレッチェ広島の本拠地として使⽤予定
②広場エリア (令和6年8⽉、供⽤開始予定)
③旧広島市⺠球場跡地イベント広場 (令和5年3⽉、供⽤開始予定)
④広島城三の丸にぎわい施設 (令和7年3⽉、供⽤開始予定)

○中国財務局の取組
・中国財務局は、令和元年8⽉以降、中央公園の今後の活⽤

に係る有識者会議にオブザーバーとして参加し、｢中央公
園の今後の活⽤に係る基本⽅針｣の策定に参画。

・また、施設整備にあたり、広島市からの照会や国有財産法
に基づく各種承認申請に対して適切に対応し、地域貢献の
観点も踏まえつつ、まちづくりに資する整備となるようア
ドバイスを⾏った。

①サッカースタジアム

④広島城三の丸
＜にぎわい施設＞〈②広場エリア〉〈①サッカー

スタジアム〉

中央公園広場

③旧広島市⺠球場跡地
〈イベント広場〉

都市計画情報（ひろしま地図ナビ）より
中央公園広場
＜①サッカースタジアム

②広場エリア＞

③旧広島市⺠球場跡地
〈イベント広場〉

広島駅

④広島城三の丸
〈にぎわい施設〉

広島城

広島県庁

整備予定の施設
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概要 取組の成果

中国地⽅サステナブルファイナンス協議会
中国財務局は、官⺠関係機関が連携して地域におけるカーボンニュートラルの取組を⾦融⾯か

ら⽀援する｢中国地⽅サステナブルファイナンス協議会｣を設置。

中国財務局

○令和4年3⽉2⽇、第1回協議会をオンラインにより開催。
○国の機関等による各施策の説明や意⾒交換により中国地⽅

の現状認識を共有したほか、関係機関の間でカーボン
ニュートラルに向けて機運を拡⼤することの重要性を認識。

○令和4年6⽉に第2回協議会を開催予定。

【オンライン開催による協議会の様⼦】

（中国財務局作成資料)

○カーボンニュートラルの実
現には、成⻑資⾦を供給す
る⾦融機関の役割が重要。

○中国地⽅は、製造業が集積
し、⼈⼝当たりのCO2排
出量が全国⼀となっており、
カーボンニュートラルは喫
緊の課題。

○中国財務局は、国の機関や官⺠⾦融機関などが連携する
｢中国地⽅サステナブルファイナンス協議会｣を設置。

【第1回協議会の内容】

・中国地域カーボンニュートラル推進協議会について (中国経済連合会)

・中国地⽅のカーボンニュートラルに係る共同調査のご紹介 (⽇本政策投資銀⾏中国⽀店)

・サステナブルファイナンスの取組について (⾦融庁)

・｢地球温暖化対策の推進に関する法律｣の⼀部改正
①｢財政投融資を活⽤した新たな出資制度｣ (中国財務局)
②｢地⽅公共団体に対する財政上の措置｣等 (中国四国地⽅環境事務所)
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◆国等のカーボン
ニュートラル推進
施策の情報共有

◆地域におけるカー
ボンニュートラル
の取組にかかる情
報共有及び検討
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概要 取組の成果

呉⽀援プロジェクト
呉地区の地域経済活性化を総合的に⽀援するため、⾃治体や各種政策機関とも連携して

｢呉⽀援プロジェクト｣をスタート。14の関係機関により｢呉事業者⽀援⾦融協議会｣を設置。

○新型コロナウイルス感染症の影響と中核
企業撤退の｢ダブルパンチ｣の状況にある
呉地域の事業者を的確かつ迅速に⽀援
するため、関係機関との連携を図ること
を⽬的に｢呉事業者⽀援⾦融協議会｣を設
置(年3回程度開催)。

中国財務局

○協議会･幹事会の開催を通じ、
各機関が⽬標や情報を共有し、
連携･協働することで効果的な
事業者⽀援の実現を⽬指して
いくことを確認。

【協議会の模様】

【幹事会の模様】

【相談窓⼝⼀覧チラシ】

○協議会の円滑な運営を補助するため、各構成機関の実務担
当責任者らによる｢幹事会｣を設置(必要に応じて開催)。

【閉鎖が予定されている製鉄所】

○包括⽀援スキームの構築。メイン⾦融機関と事業者の希望
に基づき複数の機関から幅広い⽀援を受けることができる
仕組みを構築。

○各機関の相談窓⼝⼀覧チラシを
作成。市政だよりや各機関
広報誌への折り込みなどにより、
呉地区の事業者に広く広報。

【包括⽀援スキーム】

手順⓵ 販路開拓のニーズを把握、情報提供同意の取得

手順② 他の取引金融機関へ
販路開拓支援を要請

（例）セミナー案内

（例）商談会案内

A銀行（メイン）

B信用金庫（取引有）

政府系金融機関（取引有）

支援機関

α社

手順③ 販路開拓メニューを
紹介・支援

（例）インターネット
ビジネスマッチング

従来からの協調融資に加え、本業⽀援
の分野でも協働することがポイント︕

手順④ 支援内容を
フィードバック
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概要 取組の成果

広島市
三次市

浜⽥市

上関町

高梁市

津和野町 鳥取県

山口県

広島県

島根県

岡山県

令和3年夏の梅⾬前線豪⾬等による災害への復旧⽀援
令和3年7⽉から8⽉にかけて、島根県、広島県を中⼼に、中国地⽅において豪⾬災害が発⽣。

中国財務局は、災害からの早期復旧に向けて総合的な⽀援に取り組んだ。

中国財務局及び管内財務事務所・出張所

災害査定立会の様子
(島根県出雲市)

松江市雲南市

机上査定の様子
(島根県出雲市)

○災害査定⽴会の迅速な実施
・速やかに災害復旧事業費の予算措置が講じられるよう、

中国財務局本局及び各財務事務所のほか、他の財務局の
応援を得て、約300班による災害査定⽴会を迅速に実施。

・これにより、地⽅公共団体から要請のあった、令和３年
12⽉末までの災害査定⽴会の実施に応えることができた。

○その他の取組
・中国財務局は、地域⾦融機関に対して、預⾦の払戻しや

保険⾦請求における弾⼒的な対応など、被災者に寄り
添った対応を要請した。また、中国財務局が所管する未
利⽤地や国家公務員宿舎など、利⽤可能な国有財産につ
いて、被災した地⽅公共団体に情報提供を⾏った。

○管内の公共⼟⽊施設等の被害件数は約18,000件(全国の
約4割)、被害⾦額は約1,190億円(全国の約3割)に上り、
全国⼀の被害となった。

○松江市、広島市等に災害救助法が適⽤されたほか、島根
県雲南市等で発⽣した災害は、激甚災害に指定された。

⿃取市
○中国財務局は、被災地域における⺠⽣の早期安定が図ら

れるよう、組織横断的に復旧⽀援に取り組んだ。
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